
人吉市狩猟免許取得支援事業補助金交付要項 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、新規に銃、わな等の狩猟免許を取得した者に当該取得に要

した経費の一部を補助した人吉市有害鳥獣被害対策協議会（以下「協議会」

という。）に対し、予算の範囲内で狩猟免許取得支援事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することについて、人吉市補助金交付規則（昭和４

６年人吉市規則第１５号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象となる者は、野生鳥獣による農林産物の被害を軽減さ

せることにより、農林産物の安定供給及び農林業の振興を図るため、新規に銃、

わな等の狩猟免許を取得した者とする。 

 （補助対象経費、補助金の額等） 

第３条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助

金の額等は、別表第１のとおりとする。 

（補助金の交付申請及び請求） 

第４条 補助金の交付申請をしようとする協議会は、人吉市狩猟免許取得支援事

業補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）（以下「申請書」という。）に次

に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業実績報告書（様式第２号） 

⑵ 補助対象経費の領収証の写し 

⑶ 協議会が新規に銃、わな等の狩猟免許を取得した者の当該取得に要した 

経費の一部を補助した者（以下「新規取得者」という。）の狩猟免許証又 

は合格通知の写し 

⑷ 新規取得者の捕獲活動従事誓約書（様式第３号） 

（補助金の交付決定等） 

第５条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、交

付の可否を決定し、人吉市狩猟免許取得支援事業補助金交付（不交付）決定通

知書（様式第４号）により協議会に通知するものとする。 

（遵守事項） 

第６条 新規取得者のうち、銃免許取得者においては狩猟免許取得後５年間の内

３年以上、わな免許取得者においては狩猟免許取得後５年間の内１年以上狩猟

に従事後、鳥獣被害対策実施隊へ入隊し、当該鳥獣被害対策実施隊から要請が

あるときは、捕獲活動に従事すること。 

 （補助金の交付決定の取消し等） 



第７条 市長は、協議会が、偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受

けたときは、当該交付決定を取り消し、既に補助金が交付されているときは、

期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、前項の取消しの決定を行った場合は、その旨を人吉市狩猟免許取得

支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

（関係書類の整備） 

第８条 協議会は、補助金に係る証拠書類等の管理については、収入及び支出を

明らかにした帳簿等を備え、証拠書類を整理し、当該帳簿等及び証拠書類を補

助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければなら

ない。 

（補則） 

第９条 この要項に定めるもののほか、この要項の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

附 則 

 この要項は、令和６年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

補助対象経費 補助金の額等 

受験手数料、診断書手数料、講習会受講料（テ

キスト代含む。）、例題集代、猟友会入会金

（年会費は除く。）、狩猟登録者手数料（狩猟

税は除く。）、初心者講習会受講料、教習射撃

資格認定申請手数料、教習用射撃用火薬等譲受

許可申請手数料、鉄砲所持許可証申請手数料、

火薬等譲受許可申請手数料、教習射撃受講料そ

の他狩猟免許新規取得に係る経費 

補助対象経費の１０分

の１０とし、１人当たり

１０万円を上限額とす

る。 

 


